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修士論文要旨
Ⅰ．研究の背景と目的
　地域住民の自発的な参加に基づいた社会的起業による福
祉のコミュニティづくりが注目を浴びている。この取り組
みは、地域住民の自主・自律的な自治組織として自らが社
会的企業を立ち上げ、地域住民の福祉の増進を目指す人的
ネットワーク活動である。さらに、地域発自治創造を見据
えた自治体経営を行う上でも、「新しい公共」の担い手とし
て多くの期待が寄せられている。
　本研究では、地域社会における社会的起業による福祉の
コミュニティづくりの生成・展開のプロセスと成功要因を明
らかにすることを目的とする。その際に、近年、「社会的企
業育成法」や「共同組合基本法」の制定を追い風に、社会的
起業の拡大が進んでいる韓国との比較の視点を取り入れる
ことにする。日本と韓国の比較の視点を用いることによっ
て、事例地域における活動の多様さから実践的な示唆が得ら
れるとともに、社会的起業に対する制度や施策等の異同を踏
まえ、政策的な示唆を得ることが出来ると考えられる。
Ⅱ．研究方法
　日本と韓国におけるコミュニティづくりの先進地域と評
価される二つの地域及び、ソーシャルインクルージョンを
基盤とした社会的企業４社を研究対象とし、関係者及び経
営者へのインタビュー調査を行った。調査期間は、2012年
５月から2012年10月まで、インタビュー時間は１時間30分
～２時間30分程度であった。
　分析方法は、質的コーディング（佐藤2008）と質的研究
（田垣2008）を参考にして分析を行った。
Ⅲ．分析結果
１）地域事例の分析結果
　日本と韓国の両地域の事例を活動の背景やプロセスと、
活動の促進要因に分けて分析を行った。
（１）日本の事例の結果：世田谷区玉川地区
　世田谷区のまちづくりの特徴というのは、地元の人たち
が自分なりに住民として一人一人が参加し、そこに専門家
が強力にサポートし、そして行政が積極的に介入する、三
者のコラボレーションがあって新しいモデルが切り開かれ
たと考えられる。つまり福祉コミュニティづくりであり、文
化としてのまちづくりというものを思考しているように考
えることができる。
（２）韓国の事例の結果：ソンミサン・マウル
　ソンミサン・マウルの地域事例は、既存の地元住民との
関わりの拡大や新しいコミュニティへの参加者の急増に
よって、新たな展開に向かっている。つまり、「元々の地域
住民」と「Old Comer」と「New Comer」が混在してい
るコミュニティへと複雑な関係性を持ったコミュニティに
変化している。
　一方、コミュニティ活動の促進要素については、「活動の
拠点と組織の広がり」「リーダーの特徴と育成方法」「行政
の適切な支援とパートナーシップの形成」「コミュニティ活
動の拡散とネットワークの広がり」「活動の自発性と意思決
定の文化の形成」「共同組合方式による事業運営」の六つの
領域に分けられた。
２）企業体事例の分析結果
　日本と韓国の企業体事例を、事業体の創設背景やプロセ
ス、成功要因に分けて分析を行った。
（１）日本の事例の結果
　まず、企業の創設の背景と理念については、障害者のエ
ンパワーメントとしての支援であり、障害者のストレング
スの視点から支援を行っている。二つ目に、地域社会との
関係については、両企業とも地域社会との密接な関係のな
かで企業活動を行っている。三つ目に、経営戦略と取り組
みについては、商品の質からの判断で選択される商品を生
産するための工夫を重ねている。四つ目に、公的・制度的
支援については、行政からの支援の在り方は、事業の初期
の段階のみならず、持続的な視点での支援が重要であるこ
とが明らかとなった。
（２）韓国の事例の結果
　まず、企業の創設の背景と理念については、障害者や低
所得者などの社会的弱者の雇用創出とともに公共性や公益
性の高いサービスを提供する。二つ目に、地域社会との関
係については、企業の活動を通して地域社会に社会サービ
スを継続的に提供すること自体が地域社会への貢献である。
三つ目に、経営戦略と取り組みについては、市場における
競争力を持った商品やサービスづくりを目指しており、質
の高い商品やサービスこそが競争力の原動力であると認識
していることが分かる。四つ目に、公的・制度的支援につ
いては、社会的企業育成法による人件費などの補助により
被雇用者の賃金の向上には役立ったが、長期的な支援やイ
ンフラ面に対する支援などの乏しさが指摘されている。
Ⅳ．考察と結論
　インタビュー調査の結果を踏まえ、福祉コミュニティづ
くりにおける社会的起業の必要性について述べたうえで、そ
の後、実際の社会的起業の展開方向や、それらの育成におけ
る政策的な支援の在り方について提案を行った。福祉コミュ
ニティづくりを促進するためには住民自らの出資による事
業体の創設が簡便に出来るよう、活動拠点の組織化を促すた
めに協同組合の設立基準の緩和や、その他社会的企業の長期
的な支援やインフラ構築への支援などを含んだ社会的企業
の育成政策を進める必要性について提案を行った。
社会的起業による福祉のコミュニティづくりに関する日韓比較
（日本と韓国の地域事例及び事業体事例の分析を通して）
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